
★感染症対策のため、講演などを中止・変更する場合があります
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歳入
216億

3,412万円

歳出
213億

2,977万円

総務費
7億1,349万円

（3.3%）

保険給付費
188億7,419万円

（88.5%）

諸支出金
3億1,538万円（1.5%）

地域支援事業費
8億2,002万円

（3.8%）

基金積立金
6億669万円（2.8%）

介護保険料
(65歳以上保険料)
46億5,161万円

（21.5%）

支払基金交付金
(65歳未満保険料）

52億7,874万円
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国庫支出金
46億6,097万円

（21.5%）

都支出金
29億93万円
（13.4%）
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繰入金

35億5,408万円
（16.4%）

その他
5億8,779万円（2.7%）
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保険給付費の実績額の推移 （図5）

居宅サービス 施設サービス ケアプラン作成など

（計：188億7,419万円）
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（計：178億9,997万円）

第1号被保険者数 （図1） 各年度末日現在

要介護・要支援認定者数 （図2） 各年度末日現在

75歳以上65～74歳

要支援1

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

0 4,0002,000 6,000 8,000 12,00010,000 （人）

（人）

1,818 1,655 2,643 2,157 1,410 1,352 1,202

1,769 1,444 2,946 2,093 1,498 1,554 1,171

1,849 1,516 2,760 2,118 1,506 1,458 1,167

3年度

2年度

元年度

25,023

25,618

25,623 30,418

30,458

30,898

（計：56,041人）

（計：56,076人）

（計：55,921人）

（計：12,374人）

（計：12,475人）

要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

（計：12,237人）

3年度

2年度

元年度

図2図1

歳入
66億

7,718万円

歳出
66億

2,311万円

一般会計
繰入金
24億776万円
（36.1%）

後期高齢者医療保険料
40億6,790万円
（60.9%）

その他
（受託事業収入など）
2億152万円
（3.0%）

療養給付費負担金
16億7,961万円
（25.4%）

保険給付費
1億1,193万円
（1.7%）

総務費
1億723万円（1.6%）

諸支出金6,865万円（1.0%）
保健事業費9,646万円（1.5%）

事務費負担金8,197万円（1.2%）
保険料軽減措置負担金
1億4,085万円（2.1%）

保険基盤
安定負担金
3億5,747万円
（5.4%）

保険料等負担金
39億7,894万円
（60.1%）

広域連合納付金
62億3,884万円
（94.2%）
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歳出
262億
1,822万円

総務費
4億6,518万円
（1.8%）

保険給付費
156億8,800万円
（59.8%）

国民健康保険
事業費納付金
97億715万円
（37.0%）

その他（保健事業費
と諸支出金など）
3億5,789万円
（1.4%）
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その他（諸収入など）
8億1,264万円
（3.1%）

歳入
269億
5,566万円

一般会計繰入金
18億4,524万円
（6.8%）

都支出金
160億6,883万円
（59.6%）

国民健康保険料
82億2,895万円
（30.5%）

（円）
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年間1人当たりの保険料賦課額・医療費 (図3)

337,824円
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163,024円（①100,013円、②31,737円、③31,274円）
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169,118円（①100,015円、②33,080円、③36,023円）

医療費

保険料賦課額
①医療分
②後期高齢者支
　援金分
③介護納付金分

国民健康保険・高齢者医療・介護保険　3年度事業のあらまし

　介護保険制度は、介護を必要とする高齢者などを社会で支える仕組みで
す。介護が必要になっても地域で安心して暮らせるよう、制度の適正な運
営を行い、介護サービスの質の向上などに努めています。

◆歳入
　歳入（図３）は、介護保険料や
国・都からの支出金、一般会計
からの繰入金などで賄われてい
ます。前年度と比べ、約8億9
千万円（4.3％）増加しました。

◆歳出
　歳出（図４）は、前年度と比べ、
約11億7千万円（5.8％）増加し
ました。
　3年度に区が支払った介護保
険給付費は、総額約189億円で
す（図5）。

◆被保険者数、認定者数
　第1号被保険者（65歳以上のかたが対象）の数は、3年度末現在55,921
人で、前年同時期よりも155人減少しました（図1）。
　要介護・要支援認定者数は12,475人で、前年同時期よりも101人増加
しました（図2）。

介護保険事業 問介護保険課介護保険管理係（☎5722－9574、F5722－9716） 概要は区H（コード●❸）でご覧になれます。

❸

　健康保持と医療の確保に寄与するために行っている地域の公的医療保険
です。都と区が保険者となり、連携して事業運営に取り組んでいます。

◆歳入
　歳入（図１）は、国民健康保
険料と都からの支出金（保険
給付費等交付金）、一般会計
からの繰入金が大半を占めて
います。

◆歳出
　歳出（図2）は、区が負担した医療
費（保険給付費）と区から都へ納付す
る国民健康保険事業に要する経費
（国民健康保険事業費納付金）が大半
を占めています。
　1人当たりの医療費は、新型コロ
ナウイルス感染症による受診控えの
反動もあり、前年度と比較し、
11.3％の増（図3）となっています。

◆被保険者数など（下表）�
　3年度末現在の世帯数は40,379世帯、被保険者数は53,634人です。

国民健康保険事業 問国保年金課管理係（☎５７２２－９８０９、F５７２２－９３３９） 概要は区H（コード●❶）でご覧になれます。

❶

被保険者数など（A） 目黒区（B） 加入割合（Ａ／Ｂ）
世帯数 被保険者数（人） 世帯数 人口（人） 世帯 被保険者

元年度 42,416 57,249 159,236 282,628 26.64％ 20.26％
２年度 41,907 56,128 158,713 281,093 26.40％ 19.97％
３年度 40,379 53,634 157,400 278,415 25.65％ 19.26％

※各年度末現在。目黒区の世帯数と人口は各年度の翌年度４月１日現在

　後期高齢者医療制度は、75歳以上のかた（65～74歳で障害認定を受け
ているかたを含む）が加入する公的医療保険です。都内全ての区市町村が
加入する東京都後期高齢者医療広域連合（以下、広域連合）が運営していま
す。

◆歳入
　歳入（図１）は、後期高齢者
医療保険料と一般会計からの
繰入金が大半を占めています。

◆歳出
　歳出（図２）は、制度の運営（医療給付な
ど）を行う広域連合への納付金（各種負担
金）が大半を占めています。

◆被保険者数など（下表）�
　3年度末現在の被保険者数は、29,661人です。

高齢者医療事業 問国保年金課後期高齢者医療係（☎5722－9838、F５７２２－９３３９） 概要は区H（コード●❷）でご覧になれます。

❷

被保険者数（人） 目黒区人口（B）
（人）

加入割合
（Ａ／Ｂ）75歳以上 障害認定 被保険者数合計（A）

元年度 29,084 48 29,132 282,628 10.31%
2年度 29,152 44 29,196 281,093 10.39%
3年度 29,619 42 29,661 278,415 10.65%

※各年度末現在。目黒区人口は各年度の4月1日現在

※�数字は四捨五入してい
るため、合計と一致し
ない場合があります


